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台東区へ提出（様式６は自衛水防組織を設置した場合に提出）
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１　計画の目的
この計画は、水防法第１５条の３第１項に基づくものであり、本施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。
２　計画の報告
計画を作成及び必要に応じて見直し・修正をしたときは、水防法第１５条の３第２項に基づき、遅滞なく、当該計画を台東区へ報告する。
３　計画の適用範囲【施設の状況】
この計画は、本施設に勤務又は入所する全ての者に適用するものとする。
４　施設の状況    施設運営の状況によって表は加工してください。
	入　所  人　数

	昼　　間
	夜　　間
	休　　日

	 入 所 者
	 施設職員
	入 所 者
	施設職員
	入 所 者
	  施設職員

	約　　　名　　      
	約　　名
	約　　名　　      
	約　 　名
	約　 　名　　      
	約　 　名


５　施設利用者の現況
当施設の入所者は高齢者であるが、うち○％程度は車いすを使用し、□％は歩行に常時
見守りが必要で、避難時にも支援が必要な者である。
6　施設及び周辺の被害想定
	　
	荒川
	神田川
	内水
	高潮

	浸水の有無
	有
	有
	有
	有

	浸水深
	
	
	
	

	周囲浸水の有無
	有
	有
	有
	有

	浸水継続時間
	2週間以上
	12時間以内
	―
	12時間以内

	最寄避難場所
	―
	

	最寄避難場所の浸水の有無
	有
	有
	有
	有


7　防災体制　　　連絡体制及び対策本部は、以下のとおり設置する。
　【防災体制確立の判断時期及び役割分担】










上記のほか、施設の管理権限者（又は自衛水防組織の統括管理者）の指揮命令に従うものとする。
7　防災体制　　連絡体制及び対策本部は、以下のとおり設置する。

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】













7　防災体制　　連絡体制及び対策本部は、以下のとおり設置する。

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】










上記のほか、施設の管理権限者（又は自衛水防組織の統括管理者）の指揮命令に従うものとする。
7　防災体制　　連絡体制及び対策本部は、以下のとおり設置する。
【防災体制確立の判断時期及び役割分担】












８　情報収集及び伝達
（１）情報収集　　収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。


（２）情報収集時の注意
①停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するものとし、
　　これに備えて、乾電池、モバイルバッテリー等を備蓄する。
②提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の道路状況等、施設内から視覚
による確認を随時行う。
（３）情報伝達の注意事項(利用者・保護者向け
①入所者への説明
　警戒体制となった場合には、入所者に今後の対応について十分に説明する。
②家族等の避難先の把握
警戒体制になった場合、家族等が避難する可能性もあるので、入所者だけの対応を伝えるだけでなく、家族の避難先等についても確認することが必要である。
③災害伝言ダイヤルの活用
非常体制となる可能性が高まった場合には、施設と家族等の携帯電話等による
連絡が困難になる場合があるので、災害伝言ダイヤルの利用について説明する。
④避難報告
　施設内外に関わらず、避難を実施した際には、家族等に連絡する。
⑤荒川氾濫時の外泊依頼
　　荒川氾濫のおそれがある場合で、家族で広域避難先を確保できる場合には、一時的な外泊を検討するように依頼する。
⑥荒川氾濫以外の氾濫時の対応
　　荒川氾濫以外でも施設が浸水すれば、電源を喪失する可能性があるため、電動
の医療器具を使用している者などで、家族等の自宅が浸水域外にある、自力で電
源確保できる場合、外泊を検討する。　
（４）情報伝達の注意事項(職員向け)
①別紙〇「体制ごとの施設内緊急連絡網（平日用・休日用）」に基づき、気象情報、水位情報等を施設内関係者間で共有し、計画運休で職員が出勤できなくなる前の注意体制時に、職員の配置、確保に努める。
②警戒体制になった場合には、屋外、屋内避難の有無に関わらず、家族等に連絡を行い、今後の対応について説明を行う。区から「高齢者等避難」が発令され、入所者・通所者を避難させることを決定した場合には、別紙△「緊急連絡先一覧表」・「緊急連絡網」に基づき、入所者の家族に対し、「●●●●（避難先）へ避難する」旨を連絡する。一時外泊が可能であれば家族への引き取りの検討も要請する。
③避難の完了後、別紙△「緊急連絡先一覧表」・「緊急連絡網」に基づき、入所者の家族に対し、避難が完了した旨を連絡する。
④入所者を避難させる場合には、台東区危機・災害対策課に電話のうえ、「これより●●●●（避難先）に避難する」旨をメールにて連絡する。また避難の完了後には避難が完了した旨をメールにて連絡する。
　　「これにより●●●●（避難先）に避難する」旨をメールで連絡する。
（５）区への情報伝達　　宛先：hinan-kakuho.q5q@city.taito.tokyo.jp

避難する際の連絡
件名：【□□□（施設名）】●●●●（避難先）への避難開始 

本文：避難者数：要配慮者〇名、職員〇名

緊急連絡先：〇〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇

特記事項 ：△△ △△△△△△△△△
避難完了の連絡
件名：【□□□（施設名）】●●●●（避難先）への避難完了 
本文：避難者数：要配慮者〇名、職員〇名 特記事項： ▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽▽

9　避難誘導  
（１）避難先  氾濫時における避難先は、次の表のとおりとする。
	
	避難先
	避難先住所
避難先までの距離
	徒歩または
自動車での
所要時間

	荒川氾濫時
	上野・谷中地域
	未　　　定
	自動車
○○分

	神田川・内水
高潮氾濫時
	 区立○○小学校
	○○3丁目2番1号　

当施設から約４００ｍ
	徒歩
○分


	屋内安全確保※2
	各居室
	施設内のデイルーム
	


    　※1 徒歩で分速３０ｍを目安に換算
　　　 
（２）避難経路
洪水時における避難先までの避難経路については、別紙〇「避難経路図」の
とおりである。
（３）避難誘導
　 ・施設外の避難先に誘導するときは、避難先(○○丁目「○○小学校」までの順路
等を説明する。 

 ・避難誘導にあたっては、拡声器、メガホン等を活用し、先頭と最後尾に誘導員
を配置する。
・避難誘導員は、避難者が誘導員と識別しやすいビブスを着用する。また状況に
より救命用のライフジャケットを着用する。
　 ・避難する際には、ブレーカーの遮断、ガスの元栓の閉鎖等を行う。
　 ・浸水するおそれのある階または施設からの退出が概ね完了した時点において、
未避難者の有無について確認する。
10　避難の確保を図るための施設の整備
・情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する施設及び資器材については、下表「避
難確保資器材一覧」に示すとおりである。
  ・これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。
避難確保資器材一覧
	情報収集･伝達
	□ テレビ　   □ ラジオ　   □ ノートＰＣ・タブレット　 
□ ＦＡＸ　    □ 携帯電話　 □ 電池　　  
□ モバイルバッテリー 　（　　　　　　　　　　　　　）　

	避難誘導
施設外避難の想定
	□ 名簿（施設職員､施設利用者※様式参照）　　□ タブレット　　
□ 携帯電話   □ 懐中電灯　□ 拡声器　　□ 電池　　
□ 携帯電話用バッテリー

	施設内での
屋内安全確保
	□ 食料（1人あたり　　日分）    
□ 飲料水（　　日分）※大人1日3L目安
□ トイレ用品（簡易トイレ､汚物保管用容器）  
□ カセツトコンロ･ボンベ 

	そのほか
	□ ロープ　□ 発電機　□ 発電機用燃料　□おしりふき
□常備薬　□おやつ
□ おんぶひも   □ ライフジャケット　  (　　　　　　　　　　　）

	浸水を防ぐための対策
	　□ 土のう　　□ 止水板　  その他(            )


自衛水防組織を設置する場合には、自衛水防組織の装備品リストを記載する。
11　防災教育及び訓練の実施
・毎年４月に新規採用の職員を対象に研修を実施する。
・毎年５月に全職員を対象として、情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。
・その他、年間の教育及び訓練計画を毎年４月に作成する。
12　自衛水防組織の業務に関する事項

※自衛水防組織を設置する場合には、様式６を参考に加筆・修正してください。
また、あわせて別添、別表１・２を作成してください。
（１）別添「自衛水防組織活動要領（案）」に基づき自衛水防組織を設置する。
（２）自衛水防組織においては、以下のとおり訓練を実施するものとする。
①　毎年４月に新たに自衛水防組織の構成員となった従業員を対象として研修を実施する。
②　毎年５月に行う全従業員を対象とした訓練に先立って、自衛水防組織の全構成員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。
（３）自衛水防組織の報告
自衛水防組織を組織または変更をしたときは、水防法第１５条の３第２項に基づき、遅滞なく、当該計画を台東区へ報告する。
様式１





様式２





様式３





様式４





様式５





様式６





様式７





様式８





様式９





様式10





様式11





様式12





自衛水防組織を設置する


場合のみ作成





様式１





荒川氾濫時





様式２





体制確立の判断時期





対応要員





活動内容





体　制





情報収集


伝達要員





注意体制確立





・気象情報・洪水予報等の情報収集①





・職員間での情報共有②


　　①・②は全ての体制で共通


・職員の出勤調整








・大型台風、集中豪雨の早期


　注意情報(気象庁発表)　5日前





・区災害対策本部設置　　3日前





情報収集伝達要員





避難誘導要員





避難誘導要員





・区協議(災対課)  　


避難先・避難方法








・使用する資器材の準備


 ･入所家族等への説明














・区協議(災対課)  


施設外避難先開設状況





・自主的広域避難情報の発表 3日前　


　





・広域避難勧告の発表 　37時間前


・計画運休の発表





・大雨警報


・暴風警報


(記録的短時間大雨情報※)


(大雨特別警報※)


・計画運休の実施


・氾濫警注意水位到達　18時間前


※台東区に発表されない場合有





警戒体制確立








・高齢者等避難の発令  15時間前





・氾濫警戒水位到達　  10時間前


・氾濫危険水位に到達　7時間前





・避難指示の発令





・緊急安全確保の発令　





避難誘導要員





避難誘導要員





・入所者の施設外避難誘導検討


　(可能者のみ 移動困難者を優先　医療


機器使用等、医療的ケア等が必要である者


は浸水域外の避難場所等に避難を検討)


・入所者の施設外避難誘導


・備蓄品等搬入





・施設内全体の避難誘導(垂直避難)


　(避難先が確保できない場合)


・屋内安全確保を実施





非常体制確立





神田川氾濫時





様式２





・台風、集中豪雨の早期注意情報


(気象庁発表)





・大雨注意報














活動内容





体　制





体制確立の判断時期





対応要員





・気象情報・洪水予報等の情報収集①


・職員間での情報共有②


　　①・②は全ての体制で共通





・職員の出勤調整





注意体制確立





情報収集伝達要員





避難誘導要員





・台風、集中豪雨の早期注意情報


(気象庁発表)





・大雨注意報














(上流域で集中豪雨が継続)


・大雨警報※


・キキクル「警戒レベル3赤」


　　(氾濫警戒レベル)


・記録的短時間大雨情報※





・氾濫危険水位に到達の可能性有


※神田川は氾濫防止の調整池があるため、水位の上下動が複雑で危険情報が発表されない場合、有





※23区西部のみの可能性有


特に大雨特別警報発表時は要注意








情報収集伝達要員








避難誘導要員

















・区協議(災対課)  　


避難先・避難方法


・入所者家族等への連絡


　　(氾濫時の対応等説明)





・使用する資器材の準備





・区協議(災対課)  


施設外避難先開設状況














警戒体制確立





(上流域で集中豪雨が継続)


・大雨警報※1


・キキクル「警戒レベル3赤」


　　(氾濫警戒レベル)


・記録的短時間大雨情報※2





・氾濫危険水位に到達の可能性有


※1神田川は氾濫防止の調整池があるため、水位の上下動が複雑で危険情報が発表されない場合、有





※2 23区西部のみの可能性有


特に大雨特別警報発表時は要注意








・氾濫危険情報の発表





(避難場所開設)


・避難指示の発令





・氾濫発生水位に到達


・氾濫発生情報の発表





・緊急安全確保の発令





・氾濫危険情報の発表





(避難場所開設)


・避難指示の発令





・氾濫発生水位に到達


・氾濫発生情報の発表





・緊急安全確保の発令





・入所者の施設外避難誘導検討


　(可能者のみ 移動困難者を優先　医療


機器使用等、医療的ケア等が必要である者


は浸水域外の避難場所等に避難を検討)


　


・入所者家族への連絡


(避難実施)





・施設内全体の避難誘導


・屋内安全確保を実施





避難誘導要員





情報収集伝達要員





避難誘導要員





非常体制確立





内水氾濫時





様式２





体制確立の判断時期





対応要員





体　制





活動内容





・大型台風、集中豪雨の早期


　注意情報(気象庁発表)








・大雨注意報





注意体制確立





情報収集伝達要員





・気象情報・洪水予報等の情報収集①





・職員間での情報共有②


　　①・②は全ての体制で共通





・職員の出勤調整








・大雨警報








・記録的短時間大雨情報











(避難場所開設)





警戒体制確立





情報収集伝達要員








避難誘導要員








・区協議(災対課)  　


避難先・避難方法





・入所者家族等への連絡


　　(氾濫時の対応等説明)


・使用する資器材の準備





・区協議(災対課)  


施設外避難先開設状況








・高齢者等避難の発令





・大雨特別警報





・避難指示の発令








・緊急安全確保の発令








避難誘導要員








情報収集伝達要員





避難誘導要員





・入所者の施設外避難誘導検討


　(原則、垂直避難　ただし機器使用等、医


療的ケア等が必要である者は浸水域外


の避難場所等に避難を検討)





・入所者・通所者家族への連絡


・施設内全体の避難誘導(垂直避難)





・屋内安全確保を実施





非常体制確立





高潮氾濫時


(スーパー台風通過時)





様式２





体　制





活動内容





対応要員





体制確立の判断時期





・大型台風の早期注意情報


(特別警報見込による気象庁発表)


・区情報連絡会議開催





・大雨に関する早期注意情報


 (特別警報見込による気象庁発表)


・区災害対策本部の設置








注意体制確立





・気象情報・洪水予報等の情報収集①


　(通所部門の臨時休所の事前通知)


・職員間での情報共有②


　　①・②は全ての体制で共通


・職員の出勤調整





情報収集伝達要員





・高潮警報


・大雨警報


・暴風警報


　(計画運休実施)


(記録的短時間大雨情報※)





(避難場所開設)


・氾濫警戒情報の発表


※23区西部のみの可能性有


特に大雨特別警報発表時は要注意


　


発令時は要注意





情報収集伝達要員





避難誘導要員





・区協議(災対課)  　


避難先・避難方法





・入所者家族等への連絡


　　(氾濫時の対応等説明)





・使用する資器材の準備





・区協議(災対課)  


施設外避難先開設状況








警戒体制確立





施設外への避難は様々な課題があることは承知していますが、検討はお願いします。








避難誘導要員








情報収集伝達要員





避難誘導要員





・入所者の施設外避難誘導検討


　(原則、垂直避難　ただし医療機器使用等、医療的ケア等が必要である者は浸水域外の避難場所等に避難を検討)





・入所者家族等への連絡


(避難実施報告等)





・施設内全体の避難誘導(垂直避難)





・屋内安全確保を実施





・神田川氾濫危険水位に到達


・高齢者等避難の発令








・避難指示の発令





・高潮特別警戒水位に到達


(神田川氾濫発生水位に到達)





・高潮氾濫発生情報の発表


・緊急安全確保の発令





非常体制確立





様式３





アンドロイド用





アイフォン用





台東区防災アプリ





様式４





様式５





様式５





様式６








